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第 670条(担保責任の存続期間) ① 前31第 670条(担保責任の存続期間) ① 第
条の規定による破疲の補修，損害賠償の請 1667条乃至第669条の規定による報酬の減
求及び契約の解除は，目的物の引渡を受け|額，殺疲の補修，損害賠償の請求及び契約
た日から 1年内にしなければならない。 1の解除は目的物を引渡された日から 1年内
|にしなければならない。
② ( 省略)② (現行と同じ)






第 674条の 2(旅行契約の意義) 旅行契約は当事者の一方が相手方を他の所に運送して宿
泊又は観光をさせることを約定し，相手方がその代金支払を約定することによって，その
効力が生じる。
36) 第 674条の 3(旅行開始前の解除)
〈新設〉



















40) 第 674条の 7(旅行者の契約解約権)
〈新設〉











































































































































































































































2009 I民法の全面改正1 I 民法総則及びそれと関連する
債権編(契約法)関連法制の整備






























































































































6) 1945年解放以降も，韓国民法が施行された 1960年1月l目前まで約 15年間その
まま日本民法が適用されていた。
7) 依用民法が旧民法である。









合条約J(The United Nations Convention on Contracts for the International Sale of 










12) これに関する最近の論文は，パク・トンジン「わかりやすい『民法作り ~J 民事法
学第42号， 2008.09，キム・ドンヲク「民法法律用語の短い音節の漢字語裳に現れ





































30) キム・ヒョンベ 202-203頁参照，キム・サンヨン 49頁参照。
31) Iこのような改正は(債務)不履行法改正としては未完成であるといえると思いま
す。これは改正委員会もよくわかっている事実でしょう。」キム・ヒョンベ 203頁。
32) チョン・ジョンヒュ「民法改正試案債権編に対する期待と憂慮J民事法学， 2002， 
376頁参照。










的，立法論的課題」比較私法第 11巻第4号(通巻27号)， 2004， 39-78頁，アン・
ポビョン「法務部民法改正試案の一読」民事法学， 2002， 305-370頁，ヤン・チャ







対する意見」民事法学第 42号， 2008.09， 31頁。
39) Lando， Das neue Schuldrechts des Burgerlichen Gesetzbuchs und die Grundregeln 



























































イ・シュン 12004年民法改正案基礎の経過そして遺憾」民事法学第42号， 2008.09. 
ハン・クンギノレ「履行障害とその救済J比較私法第13巻第2号(通巻33号)， 2006. 
ファン・チョギン「基本方向と方法論に関する提案」民事法学第42号， 2008.09. 
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